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実務に生かす同一労働・同一賃金
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不合理な待遇差と
は何か

不合理な待遇差の定義
雇用形態の違いだけが理由で合理的（根拠がある）説明でき
ない賃金や待遇差を指します。

合理的な待遇差の判断基準
仕事内容や責任の違いが明確な場合、その待遇差は合理的と
判断されます。

企業の説明責任
企業は待遇差の理由を具体的に説明できる状態にしておく必要
があります。

厚生労働省のガイドライン活用
ガイドラインを参考にし、待遇項目ごとに合理性を検討することが
求められます。
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派遣先均等・
均衡方式
の概要

均等待遇の原則

職務内容や人材活用制度が同じ場合、派遣労働者と
正社員の差別的取扱いは禁止されます。

均衡待遇の必要性

職務内容や人材活用制度に違いがある場合、その差
異を考慮した待遇の確保が求められます。

情報提供の重要性

派遣先は比較対象労働者の待遇情報を正確に派遣
元に提供しなければなりません。

7



労使協定方式
の概要

労使協定方式の定義
派遣元事業主と労働者代表が協定を結び、賃金や待遇
を決定する方式です。

協定に含まれる内容
派遣労働者の範囲、賃金決定方法、教育訓練、公正
な評価制度、有効期間を含みます。

賃金決定と確認義務
派遣労働者の賃金は、国が定めた各職種ごとに全国平
均の賃金額である一般賃金と同等以上である必要があ
り、一般賃金は正確な計算が必要です。
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賃金の基本
ルールと一般
賃金

賃金決定の基本ルール
協定対象派遣労働者の賃金は一般賃金以上でなければな
りません。これは労使協定方式の根幹です。

一般賃金の算定方法
一般賃金は賃金構造基本統計調査や職業安定業務統計
調査から算出された職種別基準値、能力・経験調整指数、
地域指数を掛け合わせて算出されます。職種別賃金は時間
給で記載されていますが、これは年収を年間の所定労働時間
で除した金額です。

賃金確認の義務
派遣労働者の賃金が一般賃金を下回らないか毎年度確認
が義務付けられています。

時給換算の重要性
賃金比較は、必ず年収から時間給換算した上で比較を行っ
てください。
派遣労働者の賃金のうち、基本給の時給換算額に資格手当
等の各種手当や賞与の時間給換算額を合算します。
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労使協定方式でない場合は、派遣先がこれらの手当をしている場合は対応が必要です。
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一般賃金には、同職種の国が定めた基準の年収を時間給換算し
た一般労働者の賃金である一般基本給・賞与等だけでなく、国が
定めた通勤手当の基準である一般通勤手当、国が定めた退職手
当の基準である一般退職手当を含めたものです。
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